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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　ａ）成分Ａである熱可塑性エラストマーとして、ポリマーの主鎖にエステル基（－Ｃ（
＝Ｏ）－Ｏ－）によって連結されたモノマー単位を有する少なくとも１つのコポリエステ
ル　５～９０質量％、
　ｂ）成分Ｂとして、４０質量％以上の酢酸ビニル含有率を有する少なくとも１つのα－
オレフィン－酢酸ビニル共重合体　１０～９５質量％、
　ｃ）成分Ｃとして、０～３０質量％のフィラー材、可塑剤、添加剤及び／または追加物
、
を含み、成分Ａ、Ｂ及びＣ全体で１００質量％であり、ならびに
　ｄ）成分Ｄとして、α－オレフィン－酢酸ビニル共重合体１００質量部当たり０．１～
１５質量部（ｐｈｒ）の、フリーラジカル架橋開始剤としての少なくとも１つの過酸化物
、及び、
　ｅ）成分Ｆとして、カルボキシル基、カルボニル基、ハロゲン原子、アミノ基、ヒドロ
キシ基、もしくはオキサゾリン基で官能化された、主ポリマー鎖としてα－オレフィン－
酢酸ビニル共重合体をベースとする共重合体から選択される少なくとも１つの相溶化剤、
を含む架橋性組成物。
【請求項２】
前記相溶化剤が、α－オレフィン－酢酸ビニル共重合体の主鎖へのα，β－エチレン系不
飽和モノ－及び／またはジカルボン酸またはそれらの誘導体のグラフト化により得られる
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共重合体である、請求項１に記載の架橋性組成物。
【請求項３】
共重合体の形態の前記コポリエステルが、
　（ｉ）少なくとも１つのポリ（アルキレンオキシド）グリコール、及び／または
　（ｉｉ）脂肪族ジオール及び脂肪族ジカルボン酸、及び／または
　（ｉｉｉ）非水素化もしくは水素化ポリアルカジエンブロック及び２つのポリアルキレ
ンオキシドブロックを含むトリブロック共重合体、及び／または
　（ｉｖ）脂肪族カーボネート、あるいは、脂肪族カーボネート、並びに脂肪族ジオール
及び脂肪族カルボン酸、またはラクトン
をベースとするソフトブロック（Ｙ）と結合した、脂肪族ジオール及び芳香族ジカルボン
酸をベースとするハードブロック（Ｘ）からなるマルチブロックコポリエステルであり、
ここで、ブロック（Ｘ）と（Ｙ）との結合が二官能性化合物によって生じていることを特
徴とする請求項１又は２に記載の組成物。
【請求項４】
前記コポリエステルが、エチレングリコール、ジエチレングリコール、トリエチレングリ
コール、プロピレングリコール、ブチレングリコール、トリメチレングリコール及びシク
ロヘキサンジメタノールからなる群から選択された脂肪族ジオールと、フタル酸、テレフ
タル酸及びイソフタル酸からなる群から選択された芳香族ジカルボン酸とをベースとする
ハードブロック（Ｘ）、ならびにＣ２～Ｃ１０ポリ（アルキレンオキシド）グリコールか
らなる少なくとも１つのポリ（アルキレンオキシド）グリコールをベースとするソフトブ
ロック（Ｙ）からなるマルチブロックコポリエステルであることを特徴とする請求項１に
記載の組成物。
【請求項５】
前記コポリエステルにおいて、前記脂肪族ジオールがブチレングリコールであり、前記芳
香族ジカルボン酸がテレフタル酸であり、前記Ｃ２～Ｃ１０ポリ（アルキレンオキシド）
グリコールが、ポリ（エチレンオキシド）グリコール、ポリ（プロピレンオキシド）グリ
コール、ポリ（ブチレンオキシド）グリコール、ポリ（ヘキサメチレンオキシド）グリコ
ールからなる少なくとも１つのポリ（アルキレンオキシド）グリコール、またはエチレン
オキシド及びプロピレンオキシドからなる共重合体である、請求項４に記載の組成物。
【請求項６】
前記α－オレフィン－酢酸ビニル共重合体がエチレン－酢酸ビニル共重合体であることを
特徴とする請求項１～５のいずれか一項に記載の組成物。
【請求項７】
前記過酸化物として１７５℃以上の架橋温度を有する過酸化物が使用されることを特徴と
する請求項１～６のいずれか一項に記載の組成物。
【請求項８】
成分Ｅとして少なくとも１つの共架橋剤を含むことを特徴とする、請求項１～７のいずれ
か一項に記載の組成物。
【請求項９】
前記共架橋剤が、トリアリルイソシアヌレート、Ｎ，Ｎ’－ｍ－フェニレンジマレイミド
、トリアリルシアヌレート、液体ポリブタジエン、トリメチロールプロパン－Ｎ，Ｎ’－
ｍ－フェニレンマレイミド、Ｎ－メチル－Ｎ，Ｎ’－ｍ－フェニレンジマレイミド、ジビ
ニルベンゼン、多官能性メタクリレートモノマー、及び多官能性ビニルモノマーからなる
群、またはエチレングリコールジメタクリレート、ジエチレングリコールジメタクリレー
ト、ポリエチレングリコールジメタクリレート、トリメチロールプロパントリメタクリレ
ート、アリルメタクリレート、酪酸ビニル、及びステアリン酸ビニルからなる群から選択
され、あるいは前記共架橋剤がトリアリルイソシアヌレートである、請求項８に記載の組
成物。
【請求項１０】
組成物中に存在する量で、成分Ａ、Ｂ、Ｃ、Ｄ、及びＦ、あるいは成分Ａ、Ｂ、Ｃ、Ｄ、
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Ｅ及びＦを混合することによる請求項１～９のいずれか一項に記載の組成物の製造方法。
【請求項１１】
成分Ｂがまず、成分Ａの最も高い融点または軟化点より低温で、成分Ｄと、あるいは組成
物が成分Ｅを含む場合にはＤ及びＥと混合され、そして得られた混合物が次に、成分Ａの
最も高い融点または軟化点より高温に加熱された成分Ａ含有混合物であって、成分Ｆを含
み、組成物が成分Ｃを含む場合にはさらに成分Ｃを含む混合物と混ぜ合わせられることを
特徴とする請求項１０に記載の製造方法。
【請求項１２】
成分Ａの最も高い融点または軟化点より高い温度で、請求項１～９のいずれか一項に記載
の組成物、または請求項１０又は１１に記載の製造方法に従って調製された組成物を架橋
することを含む熱可塑性エラストマーの製造方法。
【請求項１３】
請求項１～９のいずれか一項に記載の組成物の架橋により得られる熱可塑性エラストマー
。
【請求項１４】
ａ）成分Ａ’である熱可塑性エラストマーとして、少なくとも１つのコポリエステル　５
～９０質量％、
ｂ）成分Ｂ’として、４０質量％以上の酢酸ビニル含有率を有する、フリーラジカル架橋
開始剤としての少なくとも１つの過酸化物によって架橋された、少なくとも１つのα－オ
レフィン－酢酸ビニル共重合体　１０～９５質量％、
ｃ）成分Ｃとして、０～３０質量％のフィラー材、可塑剤、添加剤及び／または追加物
を含み、成分Ａ、Ｂ及びＣ全体で１００質量％であり、さらに
ｅ）成分Ｆとして、カルボキシル基、カルボニル基、ハロゲン原子、アミノ基、ヒドロキ
シ基、もしくはオキサゾリン基で官能化された、主ポリマー鎖としてα－オレフィン－酢
酸ビニル共重合体をベースとする共重合体からなる群から選択される少なくとも１つの相
溶化剤
を含む熱可塑性エラストマー。
【請求項１５】
前記相溶化剤が、α－オレフィン－酢酸ビニル共重合体の主鎖へのα，β－エチレン系不
飽和モノ－及び／またはジカルボン酸またはそれらの誘導体のグラフト化により得られる
共重合体である、請求項１４に記載の熱可塑性エラストマー。
【請求項１６】
熱可塑性エラストマーの製造のための請求項１～９のいずれか一項に記載の組成物の使用
。
【請求項１７】
成形品、ホットメルト接着剤、もしくはフォイルの製造のための、またはプラスチックス
－ゴム共押出のための、または共射出成形のための請求項１３～１５のいずれか一項に記
載の熱可塑性エラストマーの使用。
【請求項１８】
前記成形品が、駆動ベルト、ガスケット、スリーブ、ホース、膜、ダンパー、異形材、及
びケーブル・シースからなる群から選択される、請求項１７に記載の熱可塑性エラストマ
ーの使用。
【請求項１９】
請求項１３～１５のいずれか一項に記載の熱可塑性エラストマーを含む、成形品、ケーブ
ル・シース、ホットメルト接着剤、またはフォイル。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、架橋開始剤としての過酸化物を含む、熱可塑性エラストマーとしてのコポリ
エステル及びと、４０質量％以上の酢酸ビニル含有率を有するα－オレフィン－酢酸ビニ
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ル共重合体とに基づいている架橋性組成物に関する。本発明は、さらには、本発明に係る
架橋性組成物の調製、熱可塑性エラストマーを調製するための本発明に係る架橋性組成物
の使用、本発明の熱可塑性エラストマーを生成するための本発明に係る組成物の架橋方法
、ならびにまた本発明の熱可塑性エラストマーそれ自体、及び成形品の製造のためのそれ
らの使用に関する。
【背景技術】
【０００２】
　プラスチックス技術では、３つの重要な種類の材料、すなわち熱可塑性物質、エラスト
マー及び熱硬化性物質の間で従来から区別されている。ここ数年、さらなる種類の材料、
熱可塑性エラストマーが新たな用途を絶えず見いだしてきた。熱可塑性エラストマーは、
熱可塑性物質の加工特性とエラストマーの使用特性とを兼ね備えている。当業者は、これ
ら熱可塑性エラストマーの様々な種類を把握している。２つの主要な種類、すなわちブロ
ック共重合体（また、マルチブロック共重合体）とエラストマーアロイとの間で区別する
ことができる。
【０００３】
　ブロック共重合体は、ハード相と、ソフト弾性相とからなる。ソフト相は大部分がマト
リックスを形成する一方で、ハード相は、架橋／強化フィラーの機能を果たす分散相を提
供する。架橋領域は、ハードセグメント間の物理的結合により形成される。それらの使用
温度内で、ハードセグメントの転移温度が使用温度より著しく高く、ソフトセグメントの
転位温度が使用温度より著しく低く、且つ混合物中の割合がまた互いに正しい比を有する
限り、ブロック共重合体は架橋エラストマーのように挙動する。
【０００４】
　エラストマーアロイは、熱可塑性物質部分とエラストマー部分とを含むポリマーブレン
ドである。それらは、出発成分を激しく混合することにより調製され、これに架橋剤を添
加してもよい。ソフト相が（ある程度）架橋される場合、用いられる用語は、熱可塑性加
硫物（ＴＰＥ－Ｖ）である。ソフト相が架橋されなかった場合、用いられる用語はＴＰＥ
－Ｏである。
【０００５】
　本発明は、ＴＰＥ－Ｖタイプの熱可塑性エラストマーに関する。本明細書中で使用され
る熱可塑性樹脂は、熱可塑性エラストマーとして少なくとも１つのコポリエステルを含む
。
【０００６】
　コポリエステルを有するＴＰＥ－Ｖは従来から知られている。
【０００７】
　特許文献１は、４ｇ／１０分～＜２０ｇ／１０分の溶融流量速度を有する、２０～９５
質量％のポリエステル（Ａ）と、ゴム（Ｂ）が動的に架橋された、アクリレートゴム（Ｂ
１）、水素化ニトリルゴム（Ｂ２）及びポリエーテルゴム（Ｂ３）から選択された８０～
５質量％の少なくとも１つのゴム（Ｂ）とを有する熱可塑性エラストマー組成物に関する
。特許文献１による熱可塑性エラストマーは、特許文献１によれば、良好な引張強度特性
、低い圧縮永久歪み及び秀でた疲労特性を特色とすることを意図している。実施例より、
特許文献１の成分からなる、有利な特性を有する熱可塑性エラストマーを得るために、特
にポリエステル（Ａ）の溶融流動速度が極めて重要であることが明らかである。特許文献
１は、ゴム成分として、４０質量％以上の酢酸ビニル含有率の特有のα－オレフィン－酢
酸ビニル共重合体を含む熱可塑性エラストマーを開示していない。
【０００８】
　特許文献２は、１００℃以上で溶融する２０～９９質量部の熱可塑性マルチブロックコ
ポリエステルエラストマーと、１～８０質量部のポリアクリレートエラストマーとを含む
熱可塑性組成物に関する。特許文献２による組成物は、油中で低い程度の膨潤を有するソ
フトでエラストメリックな熱可塑性材料であることを意図している。特許文献２は、４０
質量％以上の酢酸ビニル含有率のα－オレフィン－酢酸ビニル共重合体を含む熱可塑性エ
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ラストマーついて開示していない。
【０００９】
　特許文献３は、（Ｉ）ポリカーボネート、ポリスチレン－アクリロニトリル、ポリメタ
クリル酸メチル、ポリオキシメチレン、ポリブチレンテレフタレート、ポリアミド及びポ
リ塩化ビニルからなる群から選択された５～６０質量％の１つ以上の熱可塑性物質、及び
（ＩＩ）エチレン及びビニルエステルモノマーのポリエチレン系不飽和コモノマーとのエ
マルジョン重合及び、適切な場合、それに続くグラフト共重合によって得られる、４０～
９５質量％の架橋エチレン－酢酸ビニル共重合体を含む熱可塑性エラストマー組成物に関
する。特許文献３による熱可塑性エラストマー組成物の利点は、特許文献３の開示によれ
ば、さらなる架橋工程、及び／または粉砕工程もなしに、熱機械的混合によって製造され
る熱可塑性エラストマーが提供され、そしてこれらが比較的高温で、熱機械的に安定で、
はっきりしたエラストマー相構造、及び改善された弾性特性を有する良好な機械的特性を
備えることである。特許文献３は、使用される熱可塑性物質の存在下にα－オレフィン－
酢酸ビニル共重合体が動的に架橋させられる熱可塑性エラストマーについて言及していな
い。特許文献３によれば、動的架橋が特異的に回避されることを意図している。
【００１０】
　特許文献４は、（ｉ）少なくとも１種の熱可塑性コポリエステルエラストマーを含む、
３０～９０質量部の熱可塑性樹脂材料と、（ｉｉ）エチレン成分を含有するゴムを含む、
１０～７０質量部のゴム材料と、を包含する熱可塑性エラストマー組成物に関する。この
熱可塑性ポリエステルエラストマーはハードセグメント及びソフトセグメントを有し、ハ
ードセグメント中のポリオール部分に対するソフトセグメント中のポリオール部分のモル
比は１：１．５～４．０未満である。特許文献４による熱可塑性エラストマー組成物は、
向上した可撓性、向上した圧縮永久歪み及び向上した低温特性の、熱可塑性エラストマー
組成物の優れた機械的特性、耐熱性及び耐油性の低下が全くないジョイントスリーブ（jo
int-sleeve）に好適であることを意図している。この熱可塑性エラストマー組成物は、エ
チレン成分を含むゴムとして、エチレン－プロピレン共重合体ゴム、エチレン－プロピレ
ン－ジエン共重合体ゴム、エチレン－アクリレート共重合体ゴム、エチレン－アクリル酸
エチル共重合体ゴム、クロロスルホン化ポリエチレン、塩素化ポリエチレンまたはエチレ
ン－酢酸ビニル共重合体ゴム（ＥＶＡ）を含むことができる。ゴム材料は、特許文献４に
よれば、非架橋、または少なくとも部分的に架橋された材料であってよい。特許文献４は
、ゴム混合物としてＥＶＡと、テレフタル酸ジメチル、１，４－ブタンジオール及びポリ
テトラメチレングリコールから成る熱可塑性コポリエステルエラストマーと、を含む熱可
塑性エラストマーの例を開示している。この混合物は、４０質量部の割合でゴム混合物と
、６０質量部の割合で熱可塑性コポリエステルエラストマーとを含む。そのゴム混合物は
、（ゴム混合物１００質量部を基準として）０．５質量部の硫黄粉末を使用して架橋した
。特許文献４は、コポリエステルと共に、４０質量％以上の酢酸ビニル含有率のα－オレ
フィン－酢酸ビニル共重合体を包含し、さらに少なくとも１つの過酸化物がフリーラジカ
ル架橋開始剤として存在し、且つコポリエステル（熱可塑性ポリマー）の割合が５～５０
質量％である組成物について開示していない。
【先行技術文献】
【特許文献】
【００１１】
【特許文献１】欧州特許出願公開第１　７６７　５７７　Ａ１号明細書
【特許文献２】欧州特許出願公開第０　３２７　０１０　Ａ２号明細書
【特許文献３】独国特許出願公開第４４　２５　９４４　Ａ１号明細書
【特許文献４】独国特許出願公開第１００　１７　１４９　Ａ１号明細書
【特許文献５】国際公開第０１／０４１７４号パンフレット
【特許文献６】米国特許第５，９１４，３８６号明細書
【特許文献７】欧州特許出願公開第０　３４１　４９９Ａ号明細書
【特許文献８】欧州特許出願公開第０　５１０　４７８Ａ号明細書
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【特許文献９】独国特許出願公開第３８　２５　４５０号明細書
【特許文献１０】独国特許第４１　２３　９６３号明細書
【特許文献１１】欧州特許出願公開第１　８０１　１６２　Ａ１号明細書
【非特許文献】
【００１２】
【非特許文献１】ポリマー科学工学事典（Ｅｎｃｙｃｌｏｐｅｄｉａ　ｏｆ　Ｐｏｌｙｍ
ｅｒ　Ｓｃｉｅｎｃｅ　ａｎｄ　Ｅｎｇｉｎｅｅｒｉｎｇ）、第１２巻、１９８８年、７
５ページff
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【００１３】
　本発明の目的は、先行技術で公知の熱可塑性エラストマーを踏まえて、ゴムのような特
性側面を有する熱可塑性エラストマーを提供することである。これは、本発明の意図する
ところが非常に良好な回復性、良好な引張永久歪み、良好な圧縮永久歪み、非常に良好な
耐熱性値及び耐溶剤性値、ならびに低い範囲の硬度（ショア（Ｓｈｏｒｅ）硬度Ａ）を有
する、熱可塑性エラストマー及び熱可塑性エラストマーの製造のための組成物を提供する
ことであることを意味する。熱可塑性エラストマーは、押出、射出成形、及びまたブロー
成形などの、任意の所望の加工技法によって加工できることを意図される。
【００１４】
　今まで公知の熱可塑性エラストマーのどれも、耐溶剤性及び耐熱性と一緒に低い硬度、
良好な弾性特性、及び速い回復を含む特性の組み合わせを達成することができない。今ま
で公知の熱可塑性エラストマーは、優れた弾性特性または良好な耐熱性値を、しかし不満
足な耐溶剤性値（特に長期耐溶剤性値）で達成することができるか、或いは、良好な耐溶
剤性を、しかし不満足な耐熱性値で達成できるかのどちらかである。ＴＰＥ－Ａ（ポリエ
ーテルアミド）、ＴＰＥ－Ｅ（ポリエーテルエステル）及びＴＰＥ－Ｕ（ＴＰＵ、ポリウ
レタン）などの、高い耐熱性値及び良好な耐溶剤性値を有する熱可塑性エラストマーは、
（高い）ショアＤ硬度範囲での、高価格セグメントでの用途向けのみに利用可能であり、
中程度の弾性特性を有する。熱可塑性エラストマー（熱可塑性加硫物）の種類、ＴＰＥ－
Ｖで今まで公知の材料のどれもこれまで、上述の要件側面に適合することができなかった
。
【課題を解決するための手段】
【００１５】
　本目的は、
　ａ）熱可塑性エラストマーとして、成分Ａとして５～９０質量％、好ましくは８～８５
質量％、特に好ましくは１０～８０質量％、非常に特に好ましくは１０～４０質量％、非
常に特に好ましいことには１０～３０未満質量％の少なくとも１つのコポリエステルと、
　ｂ）成分Ｂとして、１０～９５質量％、好ましくは１４．５～９１．５質量％、特に好
ましくは１９．５～８９．５質量％、非常に特に好ましくは４０～８９．５質量％、非常
に特に好ましいことには５５超～８５質量％の、４０質量％以上、好ましくは５０質量％
以上の酢酸ビニル含有率を有する少なくとも１つのα－オレフィン－酢酸ビニル共重合体
と、
　ｃ）成分Ｃとして、０～３０質量％、好ましくは０．５～２８質量％、特に好ましくは
０．５～２５質量％、非常に特に好ましくは０．５～２０質量％、非常に特に好ましいこ
とには５～１５質量％のフィラー材、可塑剤、添加剤及び／または追加物と
を含み、成分Ａ、Ｂ及びＣ全体で１００質量％であり、ならびに
　ｄ）成分Ｄとして、α－オレフィン－酢酸ビニル共重合体１００質量部当たり０．１～
１５質量部（ｐｈｒ）、好ましくは０．２～１０ｐｈｒ、特に好ましくは０．５～７ｐｈ
ｒの、フリーラジカル架橋開始剤とする少なくとも１つの過酸化物
を含む架橋性組成物の提供によって達成される。
【００１６】
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　本発明の組成物は、優れた耐熱性及び優れた耐溶剤性のみならず、広範囲の硬度と共に
、特にまた非常に良好な弾性特性を特色とする熱可塑性エラストマーの製造に好適である
。
【００１７】
　本発明の特に好適な組成物は、例えば、エンジンオイル中２４時間保管時に１５％未満
膨潤、１５０℃での熱風中１６８時間保管後に引張歪み特性の変化なし、及び６０～９０
ＳｈＡの硬度範囲（ショアＡ硬度）を有する（好適な試験方法は下の実施例で述べられる
）。
【００１８】
　特に本組成物はこれを、４０質量％以上、好ましくは５０質量％以上の高い酢酸ビニル
含有率を有するα－オレフィン－酢酸ビニル共重合体が成分Ｂとして使用され、そして架
橋開始剤として過酸化物を用いて動的に架橋されるので達成する。
【００１９】
　本発明の組成物から製造される熱可塑性エラストマーは、押出、もしくは射出成形を用
いて、あるいはブロー成形を用いて加工することができる。
【００２０】
成分Ａ：熱可塑性エラストマーとしての少なくとも１つのコポリエステル
　本発明の架橋性組成物中の熱可塑性エラストマーの使用量は、成分Ａ及びＢ（少なくと
も１つがα－オレフィン－酢酸ビニル共重合体）及びＣ（フィラー材、可塑剤、添加剤及
び／または追加物）の全体を基準として、５～９０質量％、好ましくは８～８５質量％、
特に好ましくは１０～８０質量％、非常に特に好ましくは１０～４０質量％、非常に特に
好ましいことには１０～３０未満質量％である。
【００２１】
　成分Ａとして好適なコポリエステルは当業者に公知である。好適なコポリエステルは一
般に、ポリマーの主鎖中に、エステル基（－Ｃ（＝Ｏ）－Ｏ－）で結合されたモノマー単
位を有する共重合体の形態のコポリエステルである。
【００２２】
　共重合体の形態のコポリエステルは好ましくは、ハードブロック（Ｘ）と、及びソフト
ブロック（Ｙ）とからなる、マルチブロックコポリエステルである。マルチブロックコポ
リエステル中のハードブロック（Ｘ）及びソフトブロック（Ｙ）の構成のための好適なモ
ノマー成分は当業者に公知であり、一例として非特許文献１及びその中の参考文献に開示
されている。好ましい一実施形態では、マルチブロックコポリエステルのハードブロック
（Ｘ）は、脂肪族ジオール及び芳香族ジカルボン酸をベースとする。好適な脂肪族ジオー
ル及び芳香族ジカルボン酸は当業者に公知であり、好ましい脂肪族ジオール及び芳香族ジ
カルボン酸は下に述べられる。
【００２３】
　ソフトブロック（Ｙ）は好ましくは、
　（ｉ）少なくとも１つのポリ（アルキレンオキシド）グリコール、及び／または
　（ｉｉ）脂肪族ジオール及び脂肪族ジカルボン酸、及び／または
　（ｉｉｉ）非水素化もしくは水素化ポリアルカジエンブロック及び２つのポリアルキレ
ンオキシドブロックを含むトリブロック共重合体、及び／または
　（ｉｖ）脂肪族カーボネート及び、適切な場合、脂肪族ジオール及び脂肪族カルボン酸
、またはラクトン
をベースとしている。
【００２４】
　ブロック（Ｘ）及び（Ｙ）は通常、当業者に公知の方法に従った二官能性化合物として
の結合を有する。上述のジカルボン酸の代替物として、またはそれらとの混合物で、相当
するジカルボン酸エステルを使用することが可能である。
【００２５】
　本発明に従って使用されるコポリエステルの製造に好適なジオールの例は、エチレング
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リコール、ジエチレングリコール、トリエチレングリコール、プロピレングリコール、ブ
チレングリコール、トリメチレングリコール及びシクロヘキサンジメタノールである。
【００２６】
　好適な芳香族ジカルボン酸またはジカルボン酸エステルの例は、フタル酸、テレフタル
酸またはイソフタル酸、及びそれらの相当するエステルである。
【００２７】
　好適な脂肪族ジカルボン酸またはそれらのエステルは、フマル酸、アジピン酸または相
当するエステルである。
【００２８】
　（ｉ）によるソフトブロック（Ｙ）に使用されるポリ（アルキレンオキシド）グリコー
ルの例は、Ｃ２～Ｃ１０ポリ（アルキレンオキシド）グリコール、好ましくはポリ（ブチ
レンオキシド）グリコール、ポリ（ヘキサメチレンオキシド）グリコール、または述べら
れたアルキレンオキシドの共重合体、例えばエチレンオキシド及びプロピレンオキシドか
らなる共重合体である。
【００２９】
　（ｉｉｉ）によるソフトブロック（Ｙ）として使用されるトリブロック共重合体の例は
、特許文献５に開示されているトリブロック共重合体である。
【００３０】
　（ｉｖ）による好適なソフトブロック（Ｙ）は、特許文献６に述べられているソフトブ
ロックである。
【００３１】
　使用されるソフトブロック（Ｙ）は好ましくは、少なくとも１つのポリ（アルキレンオ
キシド）グリコールをベースとするソフトブロックである。好ましい一実施形態では、ポ
リエステルはそれ故、エチレングリコール、ジエチレングリコール、トリエチレングリコ
ール、プロピレングリコール、ブチレングリコール、トリメチレングリコール及びシクロ
ヘキサンジメタノールからなる群から選択された脂肪族ジオール、好ましくはブチレング
リコールを、及びフタル酸、テレフタル酸及びイソフタル酸からなる群から選択された、
芳香族ジカルボン酸、もしくはそれらのエステル、好ましくはテレフタル酸をベースとす
る、ハードブロック（Ｘ）から、ならびにＣ２～Ｃ１０ポリ（アルキレンオキシド）グリ
コール、好ましくはポリ（エチレンオキシド）グリコール、ポリ（プロピレンオキシド）
グリコール、ポリ（ブチレンオキシド）グリコール、ポリ（ヘキサメチレンオキシド）グ
リコールからなる少なくとも１つのポリ（アルキレンオキシド）グリコールを、または、
述べられたアルキレンオキシドの共重合体を、例えばエチレンオキシドから及びプロピレ
ンオキシドからなる共重合体をベースとするソフトブロック（Ｙ）からなるマルチブロッ
クコポリエステルである。
【００３２】
　本発明に従って好ましくは使用されるコポリエステルは、一般に１６０～３００℃、好
ましくは１６５～２７０℃、特に好ましくは１７０～２２０℃である融点または軟化点を
有する。
【００３３】
　本発明の架橋性組成物中の成分Ａは、単一の熱可塑性エラストマーを含むことができる
か、または様々な熱可塑性エラストマーの混合物を含むことができる。一例として、様々
なコポリエステルが使用されることが本明細書では考えられる。しかしながら、例えば、
コポリエステルが他の熱可塑性エラストマーと混合されることもまた考えられる。
【００３４】
　本発明の組成物中の成分Ａとして好適なコポリエステルは、当業者に公知の方法によっ
て製造することができるか、または商業的に入手可能である。好適な商業的に入手可能な
コポリエステルの例は、Ｒｏｙａｌ　ＤＳＭ社製のＡｒｎｉｔｅｌ（登録商標）銘柄また
はＤｕＰｏｎｔ社製のＨｙｔｒｅｌ（登録商標）銘柄である。
【００３５】
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成分Ｂ（α－オレフィン－酢酸ビニル共重合体）
　本発明の架橋性組成物中のα－オレフィン－酢酸ビニル共重合体（成分Ｂ）の使用量は
、成分Ａ、Ｂ及びＣの全体を基準として、１０～９５質量％、好ましくは１４．５～９１
．５質量％、特に好ましくは１９．５～８９．５質量％、非常に特に好ましくは４０～８
９．５質量％、特に好ましいことには５５超～８５質量％である。
【００３６】
　成分Ｂとして使用されるα－オレフィン－酢酸ビニル共重合体は一般に、２０～９８質
量％の酢酸ビニル含有率を有することができる。
【００３７】
　本発明に従って好ましいことに使用されるα－オレフィン－酢酸ビニル共重合体は、α
－オレフィン－酢酸ビニル共重合体の総質量を基準として、４０質量％以上の高い酢酸ビ
ニル含有率、好ましくは各場合にα－オレフィン－酢酸ビニル共重合体の総質量を基準と
して５０質量％以上の酢酸ビニル含有率を特色とする。本発明に従って使用されるα－オ
レフィン－酢酸ビニル共重合体の酢酸ビニル含有率は４０質量％以上～９８質量％、好ま
しくは５０質量％以上～９８質量％であること、及びα－オレフィン含有率は２質量％～
６０質量％以下、好ましくは２質量％～５０質量％以下であることが通例であり、ここで
、酢酸ビニルとα－オレフィンとの総量は１００質量％である。
【００３８】
　本発明に従って使用されるα－オレフィン－酢酸ビニル共重合体は、α－オレフィン及
び酢酸ビニルをベースとするモノマー単位のみならず、例えばビニルエステル及び／また
は（メタ）アクリレートをベースとする、１つ以上のさらなるコモノマー単位（例えばタ
ーポリマー）をまた含むことができる。さらなるコモノマー単位の割合は－実際にさらな
るコモノマー単位がα－オレフィン－酢酸ビニル共重合体中に存在する場合－α－オレフ
ィン－酢酸ビニル共重合体の総質量を基準として１０質量％以下であり、その結果α－オ
レフィンをベースとするモノマー単位の割合は相当して低下する。一例として、酢酸ビニ
ル、α－オレフィン及びさらなるコモノマーの総量が１００質量％である、４０質量％以
上～９８質量％の酢酸ビニル、２質量％～６０質量％以下のα－オレフィン、及び０～１
０質量％の少なくとも１つのさらなるコモノマーからなるα－オレフィン－酢酸ビニル共
重合体を使用することが可能である。
【００３９】
　本発明に従って使用されるα－オレフィン－酢酸ビニル共重合体に使用することができ
るα－オレフィンは、公知のα－オレフィンのいずれかであってもよい。α－オレフィン
がエテン、プロペン、ブテン、特にｎ－ブテン及びイソブテン、ペンテン、ヘキセン、特
に１－ヘキセン、ヘプテン、特に１－ヘプタン、及びオクテン、特に１－オクテンから選
択されたことが好ましい。本発明に従って使用されるα－オレフィン－酢酸ビニル共重合
体中にα－オレフィンとして述べられたα－オレフィンの高級同族体を使用することもま
た可能である。α－オレフィンはさらに、置換基、特にＣ１～Ｃ５アルキル部分を有する
ことができる。しかしながら、α－オレフィンはさらなる置換基を全く持たないことが好
ましい。本発明に従って使用されるα－オレフィン－酢酸ビニル共重合体に２つ以上の異
なるα－オレフィンの混合物を使用することもさらに可能である。しかしながら、異なる
α－オレフィンの混合物を使用しないことが好ましい。好ましいα－オレフィンはエテン
及びプロペンであり、本発明に従って使用されるα－オレフィン－酢酸ビニル共重合体中
のα－オレフィンとしてエテンを使用することが本明細書では特に好ましい。本発明の架
橋性組成物に好ましくは使用されるα－オレフィン－酢酸ビニル共重合体はそれ故エチレ
ン－酢酸ビニル共重合体を含む。
【００４０】
　特に好ましいエチレン－酢酸ビニル共重合体は、４０質量％以上～９８質量％、好まし
くは５０質量％以上～９８質量％の酢酸ビニル含有率、及び２質量％～６０質量％以下、
好ましくは２質量％～５０質量％以下のエチレン含有率を有し、酢酸ビニル及びエチレン
の全体が１００質量％である。
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【００４１】
　本発明に従って使用されるα－オレフィン－酢酸ビニル共重合体、好ましくはエチレン
－酢酸ビニル共重合体は、１００～７００バールの圧力で、好ましくは１００～４００バ
ールの圧力で溶液重合法によって好ましくは製造される。溶液重合法は、一般にフリーラ
ジカル開始剤を使用して、５０～１５０℃の温度で好ましくは実施される。
【００４２】
　本発明に従って好ましくは使用される、そして高い酢酸ビニル含有率を有するエチレン
－酢酸ビニル共重合体は通常ＥＶＭ共重合体と称され、ここで、この名前における「Ｍ」
は、ＥＶＭの飽和の主メチレン鎖を示唆する。
【００４３】
　本発明に従って使用されるα－オレフィン－酢酸ビニル共重合体の好適な製造方法は一
例として特許文献７～９に述べられている。
【００４４】
　本発明に従って好ましいことに使用され、高い酢酸ビニル含有率を有し、且つとりわけ
１００～７００バールの圧力で溶液重合法によって製造されるα－オレフィン－酢酸ビニ
ル共重合体は、低い程度の分岐及び低粘度を特色とする。本発明に従って使用されるα－
オレフィン－酢酸ビニル共重合体はさらに、それらの単位（α－オレフィン及び酢酸ビニ
ル）の一様ランダム分布を有する。
【００４５】
　本発明に従って使用されるα－オレフィン－酢酸ビニル共重合体、好ましくはエチレン
－酢酸ビニル共重合体の、２１．１Ｎの負荷を用いて１９０℃でＩＳＯ　１１３３通りに
測定される、ＭＦＩ値（ｇ／１０分）は一般に１～４０、好ましくは１～１０、特に好ま
しくは２～６である。
【００４６】
　１００℃でのＤＩＮ　５３　５２３　ＭＬ１＋４通りのムーニー（Ｍｏｏｎｅｙ）粘度
は一般に３～５０、好ましくは４～３５ムーニー単位である。
【００４７】
　本発明による架橋性組成物はエチレン－酢酸ビニル共重合体を使用することが特に好ま
しく、ここで、これらは一例としてＬａｎｘｅｓｓ　Ｄｅｕｔｓｃｈｌａｎｄ　ＧｍｂＨ
から商標Ｌｅｖａｐｒｅｎ（登録商標）またはＬｅｖａｍｅｌｔ（登録商標）で入手可能
である。
【００４８】
　その使用が特に好ましいα－オレフィン共重合体は、６０±１．５質量％の酢酸ビニル
、７０±１．５質量％の酢酸ビニル、８０±２質量％の酢酸ビニル、及び、それぞれ、９
０±２質量％の酢酸ビニルを有する、エチレン－酢酸ビニル共重合体Ｌｅｖａｍｅｌｔ（
登録商標）４００、Ｌｅｖａｍｅｌｔ（登録商標）４５０、Ｌｅｖａｍｅｌｔ（登録商標
）４５２、Ｌｅｖａｍｅｌｔ（登録商標）４５６、Ｌｅｖａｍｅｌｔ（登録商標）５００
、Ｌｅｖａｍｅｌｔ（登録商標）６００、Ｌｅｖａｍｅｌｔ（登録商標）７００、Ｌｅｖ
ａｍｅｌｔ（登録商標）８００及びＬｅｖａｍｅｌｔ（登録商標）９００、ならびに相当
するＬｅｖａｐｒｅｎ（登録商標）銘柄である。
【００４９】
　本発明の架橋性組成物に使用される成分Ｂは１つのα－オレフィン－酢酸ビニル共重合
体を含むことができるが、２つ以上のα－オレフィン－酢酸ビニル共重合体からなる混合
物を使用することも同様に可能である。
【００５０】
成分Ｃ（フィラー材、可塑剤、添加剤及び／または追加物）
　本発明の架橋性組成物は、成分Ｃとして、成分Ａ、Ｂ及びＣの全体を基準として、０～
４０質量％、好ましくは０．５～３０質量％、特に好ましくは５～２０質量％のフィラー
材、可塑剤、添加剤及び／または追加物を含むことができる。
【００５１】
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　原則として、当業者は、好適なフィラー材、可塑剤、添加剤及び／または追加物を承知
している。好適なフィラー材、可塑剤、添加剤及び追加物の例は下に述べられる。
【００５２】
フィラー材（フィラー）
　好適なフィラー材の例は、カーボンブラック、チョーク（炭酸カルシウム）、カオリン
、ケイ藻土、タルク（ケイ酸マグネシウム）、酸化アルミニウム水和物、ケイ酸アルミニ
ウム、炭酸カルシウム、炭酸マグネシウム、ケイ酸カルシウム、ケイ酸マグネシウム、硫
酸バリウム、炭酸亜鉛、焼成カオリン（例えば、Ｐｏｌｅｓｔａｒ（登録商標）２００Ｐ
）、酸化カルシウム、酸化マグネシウム、酸化チタン、酸化アルミニウム、酸化亜鉛、シ
ラン化カオリン、シラン化ケイ酸塩、被覆チョーク、処理カオリン、ヒュームドシリカ、
疎水性化ヒュームドシリカ（例えば、Ａｅｒｏｓｉｌ（登録商標）９７２）、合成非晶質
沈澱シリカ、工業用カーボンブラック、グラファイト、カーボン・ナノフィブリル、薄板
状ナノ粒子、またはナノスケール二酸化ケイ素水和物及び鉱物などのナノスケール・フィ
ラーである。
【００５３】
可塑剤
　好適な可塑剤の例は、エステル可塑剤、例えば、フタル酸ジオクチル、フタル酸ジイソ
オクチル、フタル酸ジノニル、フタル酸ジイソデシルなどのフタル酸エステル；ジオクチ
ルアジピン酸、セバシン酸ジオクチルなどの脂肪族エステル；トリクレジルホスフェート
、ジフェニルクレジルエステル、トリオクチルホスフェートなどのリン酸エステル；ポリ
フタル酸エステル、ポリアジピン酸エステル、ポリエステルエーテル（例えばＡＤＫ、サ
イザー（Ｃｉｚｅｒ）ＲＺ－７００，ＡＤＫサイザーＲＺ－７５０）ならびにトリメリッ
ト酸エステル（例えば、ＢＩＳＯＦＬＥＸ（登録商標）Ｔ８１０Ｔ）である。
【００５４】
添加剤及び追加物
　好適な添加剤及び追加物の例は、加工助剤、金属石鹸、脂肪酸及び脂肪酸誘導体、ファ
クチス（例えば乾性油を硫黄または塩化硫黄で処理することによって得られるゴム物質；
ゴム増量剤装入材料として役立つ）、エージング安定剤、ＵＶ安定剤またはオゾン－安定
剤ワックスなどのオゾン安定剤、ワックス、酸化防止剤、例えばポリカルボジイミド（例
えば、Ｒｈｅｎｏｇｒａｎ（登録商標）ＰＣＤ－５０）、置換フェノール、置換ビスフェ
ノール、ジヒドロキシキノリン、ジフェニルアミン、フェニルナフチルアミン、パラフェ
ニレンジアミン、ベンゾイミダゾール、パラフィンワックス、微晶質ワックス、二酸化チ
タン、リトポン、酸化亜鉛、酸化鉄、群青、酸化クロム、硫化アンチモンなどの顔料及び
染料；他の安定剤、例えば熱安定剤、耐候安定剤；酸化安定剤、例えばｐ－ジクミルジフ
ェニルアミン（例えば、Ｎａｕｇａｒｄ（登録商標）４４５）、スチレン化ジフェニルア
ミン（例えば、Ｖｕｌｃａｎｏｘ（登録商標）ＤＡＡ）、メチルメルカプトベンゾイミダ
ゾールの亜鉛塩（例えば、Ｖｕｌｃａｎｏｘ（登録商標）ＺＭＢ２）、重合した１，２－
ジヒドロ－２，２，４－トリメチルキノリン（例えば、Ｖｕｌｃａｎｏｘ（登録商標）Ｈ
Ｓ）、チオジエチレンビス（３，５－ジ－第三ブチル－４－ヒドロキシ）ヒドロシンナメ
ート、チオジエチレンビス［３－（３，５－ジ－第三ブチル－４－ヒドロキシフェニル）
プロピオネート］（例えば、Ｉｒｇａｎｏｘ（登録商標）１０３５）、滑剤、離型剤、難
燃剤、接着促進剤、マーキング物質、鉱物ならびに結晶化促進剤及び結晶化抑制剤である
。
【００５５】
成分Ｄ（フリーラジカル架橋開始剤）
　本発明の架橋性組成物はさらに成分Ｄとして、α－オレフィン－酢酸ビニル共重合体（
成分Ｂ）の１００質量部当たり０．２～１０質量部（ｐｈｒ）、好ましくは１～６ｐｈｒ
、特に好ましくは１．５～６ｐｈｒの少なくとも１つのフリーラジカル架橋開始剤として
過酸化物を含む。
【００５６】
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　本発明の組成物から得られる熱可塑性エラストマーの所望のエラストマー特性を与える
フリーラジカル架橋のためには、ある程度または完全に架橋したエチレン－酢酸ビニル共
重合体が好ましい。特に良好なエラストマー特性の、本発明の熱可塑性エラストマーはそ
れ故、上述の量の過酸化物がフリーラジカル架橋開始剤として使用されるときに得られる
。
【００５７】
　当業者は、フリーラジカル架橋開始剤として好適な過酸化物を承知している。一例は、
有機過酸化物、例えばアルキル及びアリールペルオキシド、アルキルパーエステル、アリ
ールパーエステル、ジアシルペルオキシド；２，５－ジメチル－２，５－ジ（第三ブチル
ペルオキシ）ヘキサ－３－イン（例えば、Ｔｒｉｇｏｎｏｘ（登録商標）１４５－Ｅ８５
、Ｔｒｉｇｏｎｏｘ（登録商標）１４５－４５Ｂ）、ジ－第三ブチルペルオキシド（例え
ば、Ｔｒｉｇｏｎｏｘ（登録商標）Ｂ）、２，５－ジメチル－２，５－ジ（第三ブチルペ
ルオキシ）ヘキシン（例えば、Ｔｒｉｇｏｎｏｘ（登録商標）１０１）、第三ブチルクミ
ルペルオキシド（例えば、Ｔｒｉｇｏｎｏｘ（登録商標）Ｔ）、ジ（第三ブチルペルオキ
シイソプロピル）ベンゼン（例えば、Ｐｅｒｋａｄｏｘ（登録商標）１４－４０）、ジク
ミルペルオキシド（例えば、Ｐｅｒｋａｄｏｘ（登録商標）ＢＣ４０）、過酸化ベンゾイ
ル、２，２’－ビス（第三ブチルペルオキシ）ジイソプロピルベンゼン（例えば、Ｖｕｌ
ｃｕｐ（登録商標）４０ＡＥ）、２，３，５－（トリ）メチル－２，５－ジ（ベンゾイル
ペルオキシ）ヘキサン及び（２，５－ビス（第三ブチルペルオキシ）－２，５－ジメチル
ヘキサン、３，３，５，７，７－ペンタメチル－１，２，４－トリオキセパン（例えば、
Ｔｒｉｇｏｎｏｘ（登録商標）３１１）などの、多価過酸化物である。
【００５８】
　フリーラジカル架橋開始剤の、特に架橋過酸化物の重要な一特性は、フリーラジカルの
発生であり、この特性は一般に半減期［ｔ１／２］によって記載される。半減期は、一定
の温度で、存在するフリーラジカル架橋開始剤の濃度が最初の濃度の５０％である時間で
ある。
【００５９】
　半減期は加硫曲線によって測定される。半減期は温度が上昇するにつれて短くなる。成
分Ａの融点または軟化点より高温での半減期が、ポリマー溶融物への均一な組み込みの可
能性をそれらが保持するのに十分に長い過酸化物を使用することが好ましい。発生するフ
リーラジカルの全てが架橋反応のために消費されるために、相当する混合アセンブリでの
滞留時間よりその半減期が短い過酸化物を使用することが好ましい。
【００６０】
　成分Ａとして本発明に従って使用されるコポリエステルの高い融点または軟化点のため
に、本発明の組成物から得られる熱可塑性エラストマーの製造のためのエラストマー相の
架橋は、適切にホットメルトで行われる。これは、好ましい一実施形態では、十分に長い
半減期を有するフリーラジカル架橋開始剤、好ましくは過酸化物、の使用が必要とされる
。低温において短い半減期を有するフリーラジカル架橋開始剤、好ましくは過酸化物は、
ポリマー溶融物との最初の接触時に分解し、均一に組み込まれず、エラストマー相の不十
分なまたは不均一な架橋を生じさせる。それ故に、１７５℃以上、特に好ましくは１８０
℃以上、非常に特に好ましくは１８５℃以上、特に好ましいことには１９０℃以上、より
特に好ましくは２００℃以上で十分に長い半減期を有する、フリーラジカル架橋開始剤、
好ましくは過酸化物を使用することが本発明によれば特に好ましい。本発明の架橋性組成
物に、例えば商品名Ｔｒｉｇｏｎｏｘ（登録商標）３１１で商業的に入手できる、３，３
，５，７，７－ペンタメチル－１，２，４－トリオキセパンを使用することが特に好まし
い。
【００６１】
成分Ｅ（共架橋剤）
　好ましい一実施形態では、本発明の組成物はさらにまた、成分Ｅとして少なくとも１つ
の共架橋剤を含む。本発明の組成物中の共架橋剤の使用量は一般に、α－オレフィン－酢
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酸ビニル共重合体の１００質量部当たり０～１０質量部（ｐｈｒ）、好ましくは１～６ｐ
ｈｒである。
【００６２】
　驚くべきことに、本発明の架橋性組成物から製造される熱可塑性エラストマーの、弾性
特性、特に圧縮永久歪みは、上述の弾性特性のならびに耐熱性及び耐溶剤性値の低下なし
に架橋性組成物内への共架橋剤の添加によって向上し得ることが見いだされた。圧縮永久
歪みは、特に、工業的に関係のある範囲内で、本発明の架橋性組成物内への共架橋剤の添
加によって実質的に向上させることができる。先行技術は、本発明による架橋性組成物で
の共架橋剤の使用が弾性特性の、特に圧縮永久歪みの向上を達成し得ることを全く示唆し
ない。共架橋剤の添加はさらに、得られる製品の特性側面のいかなる低下もなしに、架橋
剤の通常使用される量と比較して架橋剤の量を減らすことができる。
【００６３】
　好適な共架橋剤の例は、トリアリルイソシアヌレート（ＴＡＩＣ）（例えばＤｕＰｏｎ
ｔ社製のＤＩＡＫ７）、Ｎ，Ｎ’－ｍ－フェニレンジマレイミド（例えば、ＤｕＰｏｎｔ
　Ｄｏｗ社製のＨＶＡ－２（登録商標））、トリアリルシアヌレート（ＴＡＣ）、液体ポ
リブタジエン（例えば、Ｒｉｃｏｎ　Ｒｅｓｉｎｓ社製のＲｉｃｏｎ（登録商標）Ｄ１５
３）、トリメチロールプロパン－Ｎ，Ｎ’－ｍ－フェニレンマレイミド、Ｎ－メチル－Ｎ
，Ｎ’－ｍ－フェニレンジマレイミド、ジビニルベンゼン、エチレングリコールジメタク
リレート、ジエチレングリコールジメタクリレート、ポリエチレングリコールジメタクリ
レート、トリメチロールプロパントリメタクリレート及びアリルメタクリレートなどの、
多官能性メタクリレートモノマー、ならびに酪酸ビニル及びステアリン酸ビニルなどの、
多官能性ビニルモノマーからなる群から選択されたものである。
【００６４】
　その使用が好ましい共架橋剤は、トリアリルイソシアヌレート（ＴＡＩＣ）、Ｎ，Ｎ’
－ｍ－フェニレンジマレイミド、トリアリルシアヌレート（ＴＡＣ）及び液体ポリブタジ
エンからなる群から選択されたものである。トリアリルイソシアヌレート（ＴＡＩＣ）を
共架橋剤として使用することが特に好ましい。
【００６５】
　本発明の架橋性組成物に１つの共架橋剤または２つ以上の共架橋剤を一緒に使用するこ
とが可能である。
【００６６】
成分Ｆ（相溶化剤）
　本発明の架橋性組成物はまた、その幾つかは任意である、上述の成分Ａ～Ｅと一緒に、
成分Ｆとして少なくとも１つの相溶化剤を含むことができる。相溶化剤は一般に、熱可塑
性重合体（成分Ａ）へのα－オレフィン－酢酸ビニル共重合体（成分Ｂ）のカップリング
を向上させる。当業者は原則として好適な相溶化剤を承知している。一例として、官能化
ポリオレフィン及び、それぞれ、オレフィン共重合体は好適な相溶化剤である。官能化ポ
リオレフィンまたはポリオレフィン共重合体の好適な官能基はカルボキシ基、カルボニル
基、ハロゲン原子、アミノ基、ヒドロキシ基またはオキサゾリン基である。ポリオレフィ
ンまたはポリオレフィン共重合体はカルボキシ基で官能化されてしまったことが好ましい
。カルボキシ基で官能化された好適なポリオレフィンの製造方法は、一例として特許文献
１０及びそれに述べられた参考文献に開示されている。
【００６７】
　本発明の相溶化剤は、カルボキシ基、カルボニル基、ハロゲン原子、アミノ基、ヒドロ
キシ基またはオキサゾリン基で、好ましくはカルボキシ基で官能化された、主ポリマー鎖
のようなα－オレフィン－酢酸ビニル共重合体をベースとする共重合体であることが好ま
しい。本発明の組成物は、α－オレフィン－酢酸ビニル共重合体によって提供される主ポ
リマー鎖へのα，β－エチレン系不飽和モノ－及び／またはジカルボン酸またはそれらの
誘導体のグラフト化により得られる相溶化剤を特に好ましくは使用する。特に好ましい相
溶化剤の好適な製造方法は当業者に公知であり、一例として特許文献１１に述べられてい
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る。本発明の組成物は、α－オレフィン－酢酸ビニル共重合体、エチレン－酢酸ビニル共
重合体、特に好ましくは一般に６０質量％以上の、高い酢酸ビニル含有率を有するＥＶＭ
がグラフト化されるときに特に、特に良好な油膨潤挙動を有する。
【００６８】
　それがそもそも実際に存在する場合、本発明の架橋性組成物中の上述の相溶化剤の使用
量は、成分Ａ、Ｂ及びＣの全体を基準として、０～５０質量％、好ましくは３～４０質量
％、特に好ましくは５～３０質量％である。
【００６９】
本発明の架橋性組成物の調製及び熱可塑性エラストマー（ＴＰＥ－Ｖ）を生成するための
架橋
　本発明の架橋性組成物は、成分Ａ、Ｂ、Ｃ、Ｄ、Ｅ及びＦを、それらが組成物中に存在
する程度に混合によって調製することができる。混合プロセスは本明細書では、例が内部
ミキサー、例えば噛合式もしくは接線式ロータジオメトリの内部ミキサーか、または混合
押出機、例えば２～４つのスクリューを有する混合押出機などの連続混合システムである
、ゴム技術で公知の混合システムを用いることができる。
【００７０】
　本発明の方法を実施する際に、成分Ａが損傷されることなくプラスチックス状態に変換
されるのに十分に混合温度が高いことを確実にすることが重要である。これは、選択され
る温度が成分Ａの最も高い融点または軟化点より上である場合に確実にされる。成分Ａ、
Ｂ、Ｃ、Ｄ、Ｅ及びＦが、それらが組成物中に存在する程度に、一般に１５０～３５０℃
、好ましくは１５０～２８０℃である範囲の温度で混合されることが特に好ましい。
【００７１】
　様々な変形が個々の成分の混合について原則として可能である。
【００７２】
　ひとつの第１変形では、成分Ａ及びＢ、ならびに、適切な場合、成分Ｃ及びＦは、それ
らが本発明の組成物中に存在する程度に、初期装入物として使用され、成分Ａの最も高い
融点または軟化点より上の温度で均質に混合される。成分Ｄ及びＥが（成分Ｅが本発明の
組成物中に存在する程度に）次に、混合プロセスを継続しながら及び上述の混合温度を保
持しながら加えられる。
【００７３】
　本発明の方法の第２実施形態では、成分Ｂは初期装入物として使用され、成分Ａの融点
または軟化点の直下までの温度に加熱される。成分Ａが次に加えられ、温度が成分Ａの最
も高い融点または軟化点より上の温度に上げられ、そして成分Ａ及びＢが、適切な場合成
分Ｃ及びＦと、これらの成分が存在する場合、一緒に均質に混合された後にはじめて、成
分Ｄ及び、適切な場合、Ｅ（成分Ｅが存在する場合）が、混合プロセスを継続しながら、
及び成分Ａの最も高い融点または軟化点より上の混合温度を保持しながら加えられる。
【００７４】
　第３変形では、成分Ａは初期装入物として使用され、成分Ａの最も高い融点または軟化
点より上の温度に加熱され、次に成分Ｂが加えられ、そして成分Ａ及びＢは、適切な場合
成分Ｃ及びＦと、これらが存在する場合、一緒に均質に混合される。成分Ｄ及び、適切な
場合、Ｅ（成分Ｅが存在する場合）が次に、混合プロセスを継続しながら、及び成分Ａの
最も高い融点または軟化点より上の混合温度を保持しながら加えられる。
【００７５】
　第４変形では、成分Ａ、Ｂ、Ｃ、Ｄ、Ｅ、及び、適切な場合、Ｆの全ては、成分が組成
物中に存在する程度に、本熱可塑性ポリマーの最も高い融点または軟化点より上の温度で
初期装入物として同時に使用することができ、次に均質に混合することができる。
【００７６】
　熱可塑性樹脂成分Ａ中のエラストマー成分Ｂの特に良好な分配は、本方法が第５の特に
好ましい変形によって実施されるときに達成される。この変形では、成分Ｂがまず成分Ｄ
及び、適切な場合、Ｅ（成分Ｅが存在する程度に）と、成分Ａの最も高い融点または軟化
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点より低温で混合される。成分Ａの最も高い融点または軟化点より下の温度は、使用され
る成分Ａに依存する。成分Ａの最も高い融点または軟化点より下の温度は３０～１８０℃
、特に好ましくは５０～１５０℃であることが好ましい。得られた混合物は次に、成分Ａ
の最も高い融点または軟化点より上の温度に加熱された、成分Ａと成分Ｃ及びＦ－成分Ｃ
及びＦが本発明の組成物中に存在する程度に－との混合物に加えられる。
【００７７】
　本方法の上述の変形、特に本方法の変形５は、エラストマー相の架橋前に成分Ａ及び成
分Ｂの細かさ及び分配の一様性を最大にする。架橋プロセス前のエラストマー粒子の典型
的な粒度は５μｍ未満である。
【００７８】
　成分Ａの最も高い融点または軟化点より上の、上及び本明細書で以下に述べられる温度
は、使用される成分Ａに依存する。成分Ａの最も高い融点または軟化点より上の温度は、
好ましくは１５０℃～３５０℃、特に好ましくは２００℃～３００℃である。
【００７９】
　添加時間及び温度、形態、ならびに成分Ｄ及びＥの量の選択はさらに、エラストマー相
中の成分Ｄ及び、適切な場合、Ｅの良好な分配を確実にするように、ならびにエラストマ
ー相及び熱可塑性樹脂相が上記の状態で存在するように、ならびに相反転が起こるか、ま
たはエラストマーの及び熱可塑性樹脂相の共連続相構造が生じるように、エラストマー相
の架橋がその後にはじめて起こるように、ならびに／またはエラストマーが５μｍ未満の
粒子で熱可塑性樹脂相中に分散形態で存在するようにあるべきである。
【００８０】
　本発明の架橋性組成物は、バランスのとれた特性の、特に非常に良好な耐熱性値及び耐
溶剤性値の、ならびに同時に非常に良好な弾性特性の、幅広い度範囲の熱可塑性エラスト
マーの提供に優れた好適性を有する。
【００８１】
　本発明はそれ故また、本発明の組成物の、または本発明の方法に従って調製された組成
物の架橋を包含する、熱可塑性エラストマーの製造方法を提供する。この目的を達成する
ために、本発明の架橋性組成物は、使用される成分Ａの最も高い融点または軟化点より上
である温度で継続混合手順にかけられる。成分Ａの融点または軟化点より上の好ましい温
度は上に述べられてきた。
【００８２】
　本発明によれば、動的結合が行われる。分散エラストマー相の架橋はそれ故、成分Ａ～
Ｆ（これらが混合物中に存在する程度に）の混合中に行われる。これは、本発明の架橋性
組成物を製造するための本発明の方法、特に方法変形１～５による方法が、成分Ｄ及び、
適切な場合、Ｅの存在下に成分Ａの融点または軟化点より上の温度で継続されるときに、
特に好ましくは方法変形５中に始まる。
【００８３】
　本発明の架橋性組成物を製造するための成分Ａ、Ｂ、Ｃ、Ｄ、Ｅ及びＦ－これらの成分
が組成物中に存在する程度に－についての混合手順において、混合アセンブリの電力消費
が一定値をとるポイントに本プロセスで達する。架橋性組成物を製造するための混合手順
はこの時点で終わって、架橋性組成物が存在する。必要ならば、混合手順はここで終了す
ることができ、架橋性組成物は、急冷することによって、すなわち温度を下げることによ
って得ることができ、－必要ならば－単離することができる。混合手順が、直ちにか上記
の通り中断後にかのどちらかで継続される場合、架橋プロセスは成分Ｄ及び、適切な場合
、Ｅによって起こり、これは混合アセンブリの電力消費の増加で認められる。エラストマ
ー成分Ｂの動的架橋は本明細書に含まれる。
【００８４】
　相反転または共連続相の形成後に、得られた架橋生成物、すなわち熱可塑性エラストマ
ーは一般に、熱可塑性ポリマーの融点または軟化点より下の温度に冷却される。
【００８５】
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　本発明はまた、本発明の架橋性組成物の架橋によって得られる熱可塑性エラストマーを
提供する。本発明のエラストマーの製造に好適な架橋プロセス、及びまた好適な架橋性組
成物は、上に述べられてきた。
【００８６】
　本発明はさらに、
　ａ）熱可塑性エラストマーとして、成分Ａ’として５～９０質量％、好ましくは８～８
５質量％、特に好ましくは１０～８０質量％、非常に特に好ましくは１０～４０質量％、
非常に特に好ましいことには１０～３０未満質量％の少なくとも１つのコポリエステル、
　ｂ）成分Ｂ’として、１０～９５質量％、好ましくは１４．５～９１．５質量％、特に
好ましくは１９．５～８９．５質量％、非常に特に好ましくは４０～８９．５質量％、非
常に特に好ましいことには５５超～８５質量％の、４０質量％以上、好ましくは５０質量
％以上の酢酸ビニル含有率を有する、フリーラジカル架橋開始剤としての少なくとも１つ
の過酸化物によって架橋された、少なくとも１つのα－オレフィン－酢酸ビニル共重合体
、
　ｃ）成分Ｃとして、０～３０質量％、好ましくは０．５～２８質量％、特に好ましくは
０．５～２５質量％、非常に特に好ましくは０．５～２０質量％、非常に特に好ましいこ
とには５～１５質量％のフィラー材、可塑剤、添加剤及び／または追加物
を含み、成分Ａ、Ｂ及びＣの全体が１００質量％である、
熱可塑性エラストマーを提供する。
【００８７】
　本発明による熱可塑性エラストマーの特徴は、エラストマー成分Ｂが熱可塑性樹脂成分
Ａ中に細かく分散された形態で存在することである。本発明による熱可塑性エラストマー
は、低い硬度範囲（ショア硬度Ａ）での非常に良好な弾性特性と同時に非常に良好な耐熱
性及び非常に良好な耐溶剤性を特色とする。それらはまた、優れた物理的及び動的特性、
例えば、自動車構成で特に要求される温度である、１５０℃より著しく上の高温で優れた
圧縮永久歪みを有する。いったん熱可塑性樹脂相が溶融してしまったら、全体システムは
熱可塑性的に加工できるようになり、こうして熱可塑性エラストマーのための必要な前提
条件に適合する。
【００８８】
　本発明はそれ故さらに、熱可塑性エラストマーの製造のための本発明の組成物の使用、
及びまた成形品、好ましくは駆動ベルト、ガスケット、スリーブ、ホース、膜、ダンパー
、異形材、もしくはケーブル・シース、ホットメルト接着剤、もしくはフォイルの製造の
ための、またはプラスチックス－ゴム共押出のための、または共射出成形のための本発明
の熱可塑性エラストマーの使用を提供する。
【００８９】
　本発明はさらに、本発明の熱可塑性エラストマーを含む成形品、ケーブル・シース、ホ
ットメルト接着剤またはフォイルを提供する。
【００９０】
　本発明の架橋性組成物の、及び本発明の熱可塑性エラストマーの好適な成分は、本発明
の架橋性組成物の製造のための好適な製造方法、及び本発明の熱可塑性エラストマーの製
造のための製造方法とまた同様に、上に述べられてきた。
【００９１】
　得られた成形品は、優れた物理的特性、幅広い硬度範囲で、特に低い硬度範囲で特に優
れた弾性値を特色とし、及びまた高温への耐性及び耐溶剤性、特に耐油性を特色とする。
これらの特性は、例えば自動車用途及び他の工業用途向けの、特にホース、駆動ベルト、
膜、ガスケット、ベロウ、ケーブル・シース、ホットメルト接着剤、フォイル及びスリー
ブにとって極めて重要である。成形品は一例として、単段階方法で簡単なやり方で製造す
ることができる。
【００９２】
　下の実施例は、本発明の追加の説明を提供する。
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【００９３】
熱可塑性エラストマーの製造についての一般プロセス仕様
　１．５Ｌ混合容量のＷｅｒｎｅｒ　ａｎｄ　Ｐｆｌｅｉｄｅｒｅｒ社製の内部ミキサー
を１８０℃のチャンバー温度に予熱する。ゴム（エチレン－酢酸ビニル共重合体）と－共
架橋剤が使用される程度に－共架橋剤を含めて添加剤の全てとを、しかし架橋システム、
過酸化物を除いて初期装入物として使用し、内部ミキサーにて１００ｒｐｍの回転速度で
１分間混合する。下の実施例に従って使用される２１０℃～２２０℃の融点の熱可塑性樹
脂を今内部ミキサーに装入する。１３０～１５０ｒｐｍの回転速度で、内部混合プロセス
における温度は、２分の期間内に２３０℃～２５０℃の温度に上がる。この温度は熱可塑
性樹脂の融点の温度より上である。熱可塑性樹脂を完全に溶融させる。ゴム及び熱可塑性
樹脂成分を、この温度で３分間さらに混合することによって溶融物にて均質に混合する。
２つの成分の５μｍより小さい所望の粒度の均一な分散系、及び共連続相モルホロジーは
、混合プロセスのこのセクションで達成される。いったんこの３分が終わってしまったら
、架橋システムを加える。高い架橋温度の好適な過酸化物を与えれば、これは、直接にか
またはあるいはまた内部ミキサーへの添加前にロール上で少量のゴム中への過酸化物の前
混合で、あらかじめ配合された材料中でかのどちらかで起こる。ゴム相の動的架橋は、１
５０ｒｐｍの回転速度で２３０℃～２５０℃の温度での３分の混合時間中に内部ミキサー
中で起こる。内部ミキサーの内容物を排出し、まだ熱い間にできるだけ速くロールでロー
ルミルにかけて圧延シートを生じさせる。試験シートを次にこれから切り取り、２２０℃
であるＴＰＥの融点より上の、２５０℃の温度で１０分間プレスする。試験シートの厚さ
は、その後の試験に依存して、２ｍｍまたは６ｍｍである。その後の試験の全てはこれら
のシートで実施する。引張歪み及び応力は、２ｍｍシートで試験し、圧縮永久歪みは６ｍ
ｍシートで試験する。
【００９４】
　下の表は、実施例に使用した成分：熱可塑性樹脂、ゴム、添加剤及び共架橋剤を明記す
る。使用量は、特に明記しない限り質量部で下の表に提示する。
【００９５】
　表１は、本発明の５つの熱可塑性エラストマーの物理的特性を突き合わせる。
【００９６】
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【表１】

【００９７】
　表１に示される結果から、本発明の熱可塑性エラストマーの全てが所望の特性側面に適
合することが明らかである。本発明の実施例１及び２の比較は、実施例２による熱可塑性
エラストマーでより、コポリエステルの割合が３０質量％未満である、実施例１による本
発明の熱可塑性エラストマーで圧縮永久歪み及び硬度（ショアＡ）が低いことを示す。
【００９８】
　本発明の実施例２及び３の比較、ならびにまた本発明の実施例４及び５の比較は、圧縮
永久歪みを共架橋剤（ＴＡＩＣ）の添加によって低下させ得ることを示す。
【００９９】
　上述の実施例で述べられた添加剤は、熱可塑性エラストマーで不可欠であるわけではな
く、それらの加工性を向上させるのに役立つ。それらは、上の表１に述べられた物理的特
性に対していかなる実質的な影響も及ぼさない。
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